
 

業者の認定基準は、昨年6月の農水省告示で付加生産額(営業利益、人件費、

計金額)の5年間の伸び率が15％以上とし、担い手漁業者は各都道府県知事が

ます｡ 

務主任者講習会開催のお知らせ 

協会(原 剛三会長)では、「遊漁船業の適正化に関する法律」が4月1日より施

」制度から「登録」(5年毎に更新)制度へと移行しました。また、新遊適法

業務主任者が必要となることから、当協会では次のとおり遊漁船業主任者講

)を開催いたします。 

場所(対象地区)①5月16日(金)13時 地頭方漁協(相良･地頭方)②5月17日

比港漁協(由比)③5月22日(木)13時 下田市漁協(下田)④5月23日(金)14時 

前崎)⑤5月27日(火)13時30分 新居町町民センター(浜名(新居))⑥5月29日

田町漁協(福田)⑦5月30日(金)13時 吉田町漁協(吉田･坂井平田)⑧6月2日

東市観光会館(伊東)⑨6月5日(木)12時30分 南伊豆町中央公民館(南伊豆)⑩

3時 東伊豆町役場漁民センター研修室(稲取)⑪6月10日(火)13時30分 浜名

名)⑫6月12日(木)13時 焼津漁協(静岡･焼津)⑬6月18日(水)13時 清水テレ

⑭6月19日(木)13時 熱海市いきいきプラザ(熱海)⑮6月25日(水)13時 土肥

)13時 静浦漁協(沼津) なお、講習会(受講料は無料)に

、登録申請の手引き・業務規定作成の手引き・筆記用具

ます。また、現在届出を済ませて営業している方は猶予

を続ける場合は、9月末までに順次登録手続きをお願いし
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２．経営改善漁業者に8000万円までの融資 

水産庁は、今年度から5年間「経営改善等資金融通円滑化事業」として漁業補償保険制度

を拡充します。このことは担保と第3保証人がなくても、意欲を持って経営改善に取組む業
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１．生鮮魚介類の生産水域名の表示 意見の募集 

 水産庁では、消費者や関係業界の代表者からなる水産物表示検討会において、生鮮魚介

類の原産地表示方法の改善のあり方について検討を行い、このほど生鮮魚介類の生産水域

名の表示を行う上で指針として「生鮮魚介類の生産水域名の表示のガイドライン」(案)が

作成され、国民より広く意見を募集することとなりました。 

 消費者は食品の安全性や品質の重視から、購入する生鮮魚介類がどこの水域で漁獲され

たものかという生産水域に関する情報を求めるようになっています。 

 現行の生鮮食品品質表示基準では、国産魚介類の原産地は生産水域名(又は養殖地名)を

記載することが原則で、水域名の記載が困難な場合は水域名に替えて水揚げ港名又は水揚

げ港が属する都道府県名を記載できることになっています｡ 

しかし、現状では水域名の記載方法が必ずしも明確でない、水揚げ港名の記載が最も容

易などの事情から、大半の品目で水揚げ港が属する都道府県名が表示されており、消費者

のニーズに充分対応できていないなど、同一水域で漁獲されても水揚げ地によって都道府

県名の表示が異なるなど分かりにくいといった指摘がなされています。 

 ガイドライン(案)では、我が国周辺水域名とともに、世界の水域名について①ＦＡＯ漁

獲統計海区の水域名 ②国名・沖(水域、近海)の水域名 ③一般に知られている個別の水

域名を表示することとしました。 

 ガイドラインは農水省ホームページ(http://www.maff.go.jp）に掲載され、インターネ

ット、郵便、ファックスで5月24日まで意見を募ります。 
 県漁船保険組合＝理事会(  〃  ) 

 県漁業共済組合＝理事会(  〃  ) 

興協会＝通常総会(県水産会館) 

会＝通常総会(  〃  ) 

及協議会＝通常総会(  〃  ) 

本部＝ＪＦ共済清水・焼津・榛原・西部地区推進協議会 

               (県信漁連焼津支所) 

・まぐろ漁業者協議会＝通常総会(御前崎サンホテル) 

連合会＝通常総会(  〃  ) 

漁連＝地区別組合長会議(  〃  ) 
5月28日(水) 県沿岸漁業振

〃    県遊漁船業協

〃    県おさかな普

5月29日(木) 県漁協の共済

             

  〃    県近海かつお

5月30日(金) 県漁協婦人部

6月2日(月)  県漁連・県信

者､担い手として地域が支えようとする漁業者に8000万円、新規就業者に1500万円を限度に

融資されます。 

今年度の当事業費は1億363万円で、各都道府県の漁業信用基金協会が特別準備金を積立

て、融資機関に債務弁済できない漁業者に代わり債務保証がされます。補償料率は通常の2

倍だが上限は2％となっています。 

新規就業者と経営改善漁業者の債務保証は､都道府県が特別準備金を負担し国はその半

額を補助し、担い手漁業者は特別準備金の3分の2を都道府県、3分の1を市町村や漁協など

地元が負担し、国は都道府県の半分額の補助をします。 


